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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第53期

第１四半期連結
累計期間

第54期
第１四半期連結
累計期間

第53期

会計期間

自平成27年
　４月１日
至平成27年
　６月30日

自平成28年
　４月１日
至平成28年
　６月30日

自平成27年
　４月１日
至平成28年
　３月31日

売上高 （千円） 1,783,072 1,973,264 9,750,999

経常利益又は経常損失（△） （千円） △92,100 △27,329 83,491

親会社株主に帰属する当期純利益

又は親会社株主に帰属する四半期

純損失（△）

（千円） △68,748 △23,747 52,421

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △55,892 △30,511 △29,581

純資産額 （千円） 2,418,627 2,304,094 2,389,749

総資産額 （千円） 6,231,727 7,433,480 8,148,097

１株当たり当期純利益又は１株当

たり四半期純損失（△）
（円） △3.76 △1.30 2.87

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 38.8 31.0 29.3

　（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第53期は、潜在株式が存在しないため、

また、第53期第１四半期連結累計期間および第54期第１四半期連結累計期間は、１株当たり四半期純損失金

額であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

 

２【事業の内容】

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが営む事業の内容について、重要な変更はありません。ま

た、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当第１四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

２【経営上の重要な契約等】

　　当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。

(1）業績の状況

　当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、消費税率改正の延期が決定し雇用情勢も引き続き改善傾向に

ありますが、中国やその他の新興国経済の成長鈍化、英国のEU離脱が国民投票で可決された影響により、円高、株

安が進行するなど、先行き不透明な状況で推移しました。

　当社グループにおきましては、東日本大震災の復興事業における海岸堤防、防潮堤工事の受注による製品納入が

進捗し、前年同四半期と比べて、売上高および収益ともに増加いたしました。

　この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高につきましては、1,973百万円（前年同四半期比190百万円増）と

なり、営業損失23百万円（前年同四半期は93百万円の営業損失）、経常損失27百万円（前年同四半期は92百万円の

経常損失）、親会社株主に帰属する四半期純損失23百万円（前年同四半期は68百万円の親会社株主に帰属する四半

期純損失）となりました。

 

　セグメントの業績の概況

事業別の売上高は、型枠貸与事業が297百万円（前年同四半期比7百万円増）、資材・製品販売事業が1,675百万

円（前年同四半期比182百万円増）となりました。

　収益面では、型枠貸与事業の営業利益が1百万円（前年同四半期は62百万円の営業損失）、資材・製品販売事業

の営業損失が25百万円（前年同四半期は31百万円の営業損失）と前年同四半期より型枠貸与事業は増加し、資材・

製品販売事業は資材等の原価の上昇により減少いたしました。

 

(2）事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。
 

 

(3）研究開発活動

　当第１四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、10百万円であります。

　なお、当第１四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 38,997,000

計 38,997,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末現
在発行数（株）
（平成28年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成28年８月10日）

上場金融商品取引
所名又は登録認可
金融商品取引業協
会名

内容

普通株式 18,622,544 18,622,544
東京証券取引所

（市場第二部）

単元株式数は1,000

株であります。

計 18,622,544 18,622,544 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高
（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

平成28年４月１日～

平成28年６月30日
－ 18,622,544 － 1,004,427 － 541,691

 

（６）【大株主の状況】

　当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。
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（７）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないた

め、記載することができないことから、直前の基準日（平成28年３月31日）に基づく株主名簿による記載を

しております。

 

①【発行済株式】

平成28年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式     365,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式  18,001,000          18,001 －

単元未満株式 普通株式     256,544 － １単元(1,000株)未満の株式

発行済株式総数           18,622,544 － －

総株主の議決権 －          18,001 －

 

②【自己株式等】

平成28年６月30日現在
 

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）

日建工学株式会社

東京都新宿区西新

宿六丁目10－１
365,000 － 365,000 1.96

計 － 365,000 － 365,000 1.96

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期累計期間において、役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平

成28年６月30日まで）および第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期

連結財務諸表について、太陽有限責任監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

（１）【四半期連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 542,528 754,233

受取手形及び売掛金 3,809,357 2,949,079

電子記録債権 563,909 347,474

商品及び製品 1,945,540 2,063,248

原材料及び貯蔵品 4,341 8,683

繰延税金資産 3,700 10,100

その他 149,798 202,927

貸倒引当金 △9,530 △9,926

流動資産合計 7,009,645 6,325,820

固定資産   

有形固定資産   

リース資産（純額） 520,444 441,380

建設仮勘定 9,100 9,100

その他（純額） 148,417 199,967

有形固定資産合計 677,962 650,447

無形固定資産 19,961 18,961

投資その他の資産   

投資有価証券 265,025 259,055

長期貸付金 76,500 76,500

その他 321,237 324,921

貸倒引当金 △222,234 △222,226

投資その他の資産合計 440,527 438,251

固定資産合計 1,138,451 1,107,660

資産合計 8,148,097 7,433,480

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,581,081 2,808,979

短期借入金 900,000 946,000

1年内返済予定の長期借入金 153,636 202,832

未払金 108,028 127,880

リース債務 272,131 216,677

未払法人税等 10,654 5,725

その他 78,897 102,616

流動負債合計 5,104,429 4,410,711

固定負債   

長期借入金 292,572 383,134

リース債務 271,766 244,285

繰延税金負債 739 1,294

退職給付に係る負債 67,403 68,524

その他 21,436 21,436

固定負債合計 653,917 718,675

負債合計 5,758,347 5,129,386
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(平成28年３月31日)

当第１四半期連結会計期間
(平成28年６月30日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,004,427 1,004,427

資本剰余金 541,702 541,702

利益剰余金 881,455 802,935

自己株式 △62,797 △63,169

株主資本合計 2,364,788 2,285,896

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 21,699 15,174

その他の包括利益累計額合計 21,699 15,174

非支配株主持分 3,261 3,023

純資産合計 2,389,749 2,304,094

負債純資産合計 8,148,097 7,433,480
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（２）【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

売上高 1,783,072 1,973,264

売上原価 1,507,275 1,626,570

売上総利益 275,796 346,694

販売費及び一般管理費 369,586 370,440

営業損失（△） △93,790 △23,745

営業外収益   

受取利息 284 208

受取配当金 3,223 2,450

たな卸資産処分益 581 1,079

貸倒引当金戻入額 485 -

為替差益 0 -

その他 1,959 344

営業外収益合計 6,533 4,083

営業外費用   

支払利息 4,254 5,114

為替差損 - 36

手形売却損 588 2,395

その他 - 120

営業外費用合計 4,843 7,666

経常損失（△） △92,100 △27,329

税金等調整前四半期純損失（△） △92,100 △27,329

法人税等 △22,364 △3,343

四半期純損失（△） △69,735 △23,985

非支配株主に帰属する四半期純損失（△） △986 △238

親会社株主に帰属する四半期純損失（△） △68,748 △23,747
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【四半期連結包括利益計算書】

【第１四半期連結累計期間】

  （単位：千円）

 
前第１四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成28年４月１日
　至　平成28年６月30日)

四半期純損失（△） △69,735 △23,985

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 13,843 △6,525

その他の包括利益合計 13,843 △6,525

四半期包括利益 △55,892 △30,511

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △54,905 △30,272

非支配株主に係る四半期包括利益 △986 △238
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【注記事項】

（会計方針の変更）

(平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号　平成28年６月17日）を当第１四半期連結会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建

物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　なお、これによる当第１四半期連結累計期間の損益に与える影響は軽微であります。

 

（四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

（税金費用の計算）

　税金費用については、当第１四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方法を採用して

おります。

 

(追加情報)

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当第１

四半期連結会計期間から適用しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

     受取手形割引高

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当第１四半期連結会計期間
（平成28年６月30日）

受取手形割引高 363,316千円 364,983千円

 

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　当第１四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半

期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
至 平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自 平成28年４月１日
至 平成28年６月30日）

減価償却費 83,437千円 76,978千円

 

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自平成27年４月１日　至平成27年６月30日）

　１.配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日
配当の

原資

平成27年６月26日

定時株主総会
普通株式 54,786 3.00 平成27年３月31日 平成27年６月29日

利益

剰余金

 

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自平成28年４月１日　至平成28年６月30日）

　１.配当金支払額

（決議）
株式の

種類

配当金の

総額

（千円）

1株当たり

配当額

(円)

基準日 効力発生日
配当の

原資

平成28年６月24日

定時株主総会
普通株式 54,771 3.00 平成28年３月31日 平成28年６月27日

利益

剰余金

 

２.基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期

間末後となるもの

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

Ⅰ　前第１四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業

資材・製品販売
事業

売上高    

外部顧客への売上高 290,461 1,492,610 1,783,072

セグメント間の内部売上高又は振
替高

- - -

計 290,461 1,492,610 1,783,072

セグメント損失(△) △62,156 △31,633 △93,790

 
２．報告セグメントの損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額の主な内容

（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △93,790

セグメント間取引消去 -

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △93,790

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

   該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第１四半期連結累計期間（自　平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）

１．報告セグメントごとの売上高および利益または損失の金額に関する情報

  （単位：千円）

 報告セグメント

合計
 型枠貸与事業

資材・製品販売
事業

売上高    

外部顧客への売上高 297,712 1,675,552 1,973,264

セグメント間の内部売上高又は振
替高

- - -

計 297,712 1,675,552 1,973,264

セグメント利益又は損失(△) 1,623 △25,369 △23,745

 
２．報告セグメントの利益または損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額および当該差額

の主な内容（差異調整に関する事項）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：千円）

利益 金額

報告セグメント計 △23,745

セグメント間取引消去 -

四半期連結損益計算書の営業損失（△） △23,745

 

３．報告セグメントごとの固定資産の減損損失またはのれん等に関する情報

   該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純損失金額および算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第１四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年６月30日）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成28年４月１日
至　平成28年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額（△） △3円76銭 △1円30銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純損失金額（△）(千円) △68,748 △23,747

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純損失金

額（△）（千円）
△68,748 △23,747

普通株式の期中平均株式数（株） 18,261,129 18,256,416

（注)　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株当たり四半期純損失金額であり、また、潜
在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。

 

２【その他】

　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

平成28年８月９日

日建工学株式会社

取締役会　御中

 

太陽有限責任監査法人

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 大　木　智　博　印

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 藤　本　浩　巳　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている日建工学株式会

社の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成28年４月１日から平成

28年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成28年４月１日から平成28年６月30日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レ

ビューを行った。

 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結財

務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸表を

作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

 

監査人の結論

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、日建工学株式会社及び連結子会社の平成28年６月30日現在の財政状態

及び同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要

な点において認められなかった。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　上

 

　（注）　１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。

　　　　　２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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